
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　検知情報受信手段と、検知情報提供手段とを有する管理装置と、
　表示手段を有するユーザ端末と、
　指示情報受信手段と、監視制御手段とを含む監視装置とから構成される遠隔監視システ
ムであって、
　上記検知情報受信手段は、監視エリアの状態を検知情報として検知する監視センサから
、第１通信回線を介して送信される上記検知情報を受信し、
　上記検知情報提供手段は、上記検知情報を上記ユーザ端末に第２通信回線を介して送信
し、
　上記表示手段は、上記管理装置から受信した検知情報をユーザに対して表示し、
　上記指示情報受信手段は、上記ユーザ端末から送信される上記監視エリアの確認をユー
ザが指示したことを示す確認指示情報を受信し、
　上記監視制御手段は、上記確認指示情報の取得の有無を判定し、上記確認指示情報の内
容に応じた確認処理を行うことを特徴とする遠隔監視システム。
【請求項２】
　上記監視制御手段は、上記確認処理の結果得られた情報を上記ユーザ端末へ送信するこ
とを特徴とする請求項１に記載の遠隔監視システム。
【請求項３】
　上記検知情報提供手段は、上記検知情報が監視エリアの異常をあらわすときにのみ、該

10

20

JP 3915438 B2 2007.5.16



検知情報を上記ユーザ端末に送信することを特徴とする請求項１または２に記載の遠隔監
視システム。
【請求項４】
　上記検知情報提供手段は、あらかじめ設定された優先順位に基づいて、複数の上記ユー
ザ端末に、上記検知情報を送信することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記
載の遠隔監視システム。
【請求項５】
　上記検知情報提供手段は、上記ユーザ端末との接続が確立するまで、上記検知情報の送
信を繰り返すことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の遠隔監視システム
。
【請求項６】
　上記検知情報提供手段は、あらかじめ定められた時間帯のみに上記ユーザ端末に、上記
検知情報を送信することを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の遠隔監視シ
ステム。
【請求項７】
　上記管理装置は、上記検知情報受信手段の受信情報を蓄積する情報蓄積手段を備えるこ
とを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の遠隔監視システム。
【請求項８】
　

【請求項９】
　

【請求項１０】
　

【請求項１１】
　

【請求項１２】
　

　

　

　
　

　

【請求項１３】
　
　
【請求項１４】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
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上記検知情報提供手段は、上記ユーザ端末からの要求に応じて、上記検知情報を該ユー
ザ端末に送信することを特徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載の遠隔監視シス
テム。

上記監視装置は、上記確認指示情報に応じた課金処理を行う課金手段を備えることを特
徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載の遠隔監視システム。

上記検知情報には、上記監視エリアの撮影画像情報が含まれることを特徴とする請求項
１乃至９のいずれか１項に記載の遠隔監視システム。

上記ユーザ端末は、携帯電話であることを特徴とする請求項１乃至１０のいずれか１項
に記載の遠隔監視システム。

管理装置と、ユーザ端末と、監視装置を備える遠隔監視システムにおける遠隔監視方法
であって、

上記管理装置が、監視エリアの状態を示す検知情報を第１通信回線を介して受信する段
階と、

上記管理装置が、受信した上記検知情報を第２通信回線を介してユーザ端末に送信する
段階と、

上記ユーザ端末が、受信した上記検知情報を表示する段階と、
上記監視装置が、上記ユーザ端末から送信される上記監視エリアの確認をユーザが指示

したことを示す確認指示情報を受信する段階と、
上記監視装置が、上記確認指示情報の取得の有無を判定し、上記確認指示情報の内容に

応じた確認処理を行う段階とを備えることを特徴とする遠隔監視方法。

コンピュータに、
請求項１２に記載の遠隔監視方法を実行させることを特徴とする遠隔監視プログラム。

請求項１３に記載の遠隔監視プログラムを記録したことを特徴とするコンピュータ読み
取り可能な記録媒体。



【発明の属する技術分野】
　本発明は、通信回線を介して、監視エリアの状態を監視する遠隔監視システム、遠隔監
視方法、遠隔監視プログラム、及びこれを記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体
に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、警戒エリアの警備／監視を目的とするセキュリティサービスの分野において、監
視センサによる警戒エリアの異常検知／報知とこれに基づく警備員の派遣とを組み合わせ
た機械警備方式が広く普及している。このような機械警備方式は、全ての警戒エリアに警
備員を常時配置する人的警備方式と比較して、必要とする警備員数が少なく、合理的なセ
キュリティサービスを実現できるというメリットを有している。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
　しかしながら、機械警備方式には、実際の運用に伴い、次のような問題点が顕在化して
きている。すなわち、監視センサの誤検知／誤報に基づく無駄な警備員派遣と、これに基
づく高コスト構造である。
【０００４】
　ここで、監視センサによる誤検知／誤報の主要因について説明しておく。
【０００５】
　第一に、セキュリティサービス提供側の誤検知／誤報要因は次の通りである。機械警備
方式を採用する場合において、警戒エリアの異常を確実に検知するためには、各種の監視
センサの感度を常に高めに設定しておく必要がある。この感度設定は、例えば監視センサ
の閾値を調整することにより行われる。このように、監視センサの感度を高めに設定する
結果、監視センサが背景ノイズに起因する誤検知／誤報を行う割合は必然的に大きくなる
。
【０００６】
　また、近年では、建造物のデザイン化傾向に伴い、美観を損なわないように、監視セン
サの場所が制限され、監視センサを背景ノイズ（例えば、強い雨による振動など）の多い
位置に設置せざるを得ないことも少なくない。
【０００７】
　さらに、警備用の監視センサは多数設置されると共に、長期間駆動されるものであるた
め、監視センサの一部が故障することも珍しくない。もちろん、故障した監視センサは、
誤検知／誤報を行う可能性が極めて高くなる。
【０００８】
　第二に、セキュリティサービスのユーザ側における誤検知／誤報要因は次の通りである
。機械警備方式では、セキュリティサービスのユーザが警戒状態の設定／解除を行うこと
が一般的であるが、ユーザの誤設定（例えば、解除忘れ）による監視センサの誤検知／誤
報が後を絶たない。また、ユーザの施錠ミスを監視センサが異常と検知する場合もある。
【０００９】
　セキュリティサービスの提供者は、このような誤検知／誤報を低減するために、異なる
動作原理の監視センサを組み合わせ、複数の監視センサが異常を検知した場合にのみ、監
視センサに異常検知を通報させるなど、種々の対策を模索しているが、根本的な問題解決
には至っていない。
【００１０】
　本発明は、以上のような従来手法の問題点を解決するためになされたもので、その目的
は、監視センサの誤検知／誤報に基づく無駄な人員派遣や確認作業を回避することのでき
る遠隔監視システム、遠隔監視方法、遠隔監視プログラム、及びこれを記録したコンピュ
ータ読み取り可能な記録媒体を提供することにある。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
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　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、検知情報受信手段と、検
知情報提供手段とを有する管理装置と、 指示情報受信手
段 を含む監視装置とから構成される遠隔監視システム

ことを特徴としている。
【００１２】
　上記の構成において、監視エリアとしては、あらかじめユーザが状態監視を希望する任
意の場所を設定可能であり、例えば、オフィスや一般家庭、店舗や駐車場などの任意領域
が監視対象となり得る。
【００１３】
　監視センサとしては、上記監視エリアの状態及びその変化を検知するセンサであれば、
種類及び数量は自由に設定することができる。監視センサの代表例としては、 監視
エリア内の人体などを検知する光電センサ，ビームセンサ，超音波センサ，赤外線センサ
、 監視エリアにおけるガラス破壊などを検知する振動センサ，マイクロホン，加速
度センサ、 監視エリアを撮像するビデオカメラ、 監視エリアの火災などを検
知する温度センサ，煙センサ，湿度センサなどが挙げられる。
【００１４】
　第１通信回線及び第２通信回線についても、上記検知情報を送受信できる通信回線であ
れば、その形態を問わない。したがって、有線，無線を問わず、電話，インターネット，
ローカルエリアネットワークなど任意の通信回線を採用することができる。
【００１５】
　上記の構成によれば、監視センサの検知した上記検知情報が、第１通信回線を介して送
信され、上記管理装置の検知情報受信手段によって受信される。その後、上記管理装置の
検知情報提供手段は、第２通信回線を介して、上記検知情報をユーザ端末に送信する。
【００１６】
　ここで、ユーザ端末としては、公衆通信網を利用する一般電話［Ｌモード（登録商標）
機能を備えたものを含む］、ＦＡＸ、モデム機能付きパーソナルコンピュータの他、携帯
電話、ＰＨＳ（ Personal-Handyphone-System）、ＰＤＡ（ Personal-Digital-Assistant）
など種々の端末を採用できる。
【００１７】
　ここで、上記検知情報提供手段は、上記検知情報の形式を、ユーザ端末に適するデータ
形式やデータサイズに変換したり、簡略化してからユーザ端末に送信してもよい。例えば
、ユーザ端末が携帯電話等である場合にデータサイズを小さくしたり、上記検知情報を加
工して得られた二次情報を該検知情報に付加することもできる。
【００１８】
　また、上記検知情報提供手段が検知情報をユーザ端末に送信するタイミングは特に限定
されるものではなく、所定期間毎に送信してもよいし、その他の条件に応じて送信しても
よい。
【００１９】
　ユーザは、上記ユーザ端末に送信された上記検知情報に基づいて、上記監視エリアの状
況を実際に確認する必要があるか否かを十分に判断した上で、上記ユーザ端末を通じて、
上記監視エリアへの人員派遣等を指示するなどの確認指示情報を送信する。この監視エリ
アの確認指示情報は、上記監視装置の指示情報受信手段によって受信され、これに応じた
適切な対応がなされることになる。すなわち、監視装置やその管理者は、監視センサの検
知情報に直接的に基づくのではなく、上記ユーザ端末からの指示情報に基づいた対応を行
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本発明
表示手段を有するユーザ端末と、

と、監視制御手段と であって、上記
検知情報受信手段は、監視エリアの状態を検知情報として検知する監視センサから、第１
通信回線を介して送信される上記検知情報を受信し、上記検知情報提供手段は、上記検知
情報を上記ユーザ端末に第２通信回線を介して送信し、上記表示手段は、上記管理装置か
ら受信した検知情報をユーザに対して表示し、上記指示情報受信手段は、上記ユーザ端末
から送信される上記監視エリアの確認をユーザが指示したことを示す確認指示情報を受信
し、上記監視制御手段は、上記確認指示情報の取得の有無を判定し、上記確認指示情報の
内容に応じた確認処理を行う

（１）

（２）
（３） （４）



うことになる。
【００２０】
　これにより、従来の機械警備方式のような、監視センサの誤検知／誤報に基づく無駄な
人員派遣や確認作業を回避できるので、セキュリティサービスのコストを大幅に低減する
ことができる。
【００２１】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
検知情報提供手段は、上記検知情報が監視エリアの異常をあらわすときにのみ、該検知情
報を上記ユーザ端末に送信することを特徴としている。
【００２２】
　上記の構成において、上記検知情報が監視エリアの異常をあらわすときとは、例えば、
特定の監視センサの検知情報に含まれる数値が所定の閾値を越えている場合や、複数の監
視センサが同時に反応している場合など、上記検知情報の内容に基づいて、監視エリアに
何らかの異変が生じたと判定されるときをいう。
【００２３】
　上記の構成によれば、監視エリアに異変があるときに、必要最小限の頻度で、上記検知
情報が上記ユーザ端末に送信される。
【００２４】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザの確認負担を必要最小限にしながら、効
果的な遠隔監視を実現することができる。
【００２５】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
検知情報提供手段は、あらかじめ設定された優先順位に基づいて、複数の上記ユーザ端末
に、上記検知情報を送信することを特徴としている。
【００２６】
　上記の構成において、あらかじめ設定された優先順位とは、上記検知情報の送信対象と
なるユーザ端末が複数存在する場合において、例えばユーザの所望に応じて定められた連
絡順位をいう。すなわち、複数のユーザ端末に対してそれぞれ、１番目，２番目，・・・
，ｎ番目のような優先順位が付与される。これら優先順位は、上記検知情報提供手段が適
宜備えるデータテーブルなどに記録されているものとする。
【００２７】
　ここで、複数のユーザ端末は、同一ユーザが管理する端末や同一場所に備えられる端末
に限られるものではなく、例えばユーザの家族が管理する端末や、ユーザの使用頻度が高
い端末から遠く離れた位置に備えられた端末であってもよい。また、複数のユーザ端末の
一部に、同一の優先順位が付与されていてもよい。この場合、同一の優先順位を有するユ
ーザ端末に対して、いわゆる同報通信が行われることになる。
【００２８】
　上記の構成によれば、１番目のユーザ端末に対する上記検知情報の送信が失敗した場合
であっても、２番目のユーザ端末に対する上記検知情報の送信が行われる。同様に、上記
優先順位に基づいて、異なるユーザ端末に対する上記検知情報の送信が次々に行われる。
【００２９】
　それゆえ、ユーザ端末が携帯電話などの無線通信機器であって、電波状態や動作状態な
どに起因する通信不能状態にある場合や、ユーザの都合により所定のユーザ端末による受
信応答がなされない場合であっても、他のユーザ端末に対して検知情報が送信される。
【００３０】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザに検知情報を確実に提供できる。また、
緊急時における検知情報の提供を適切に行うことが可能になる。
【００３１】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
検知情報提供手段は、上記ユーザ端末との接続が確立するまで、上記検知情報の送信を繰
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り返すことを特徴としている。
【００３２】
　上記の構成によれば、ユーザ端末が携帯電話などの無線通信機器であって、電波状態や
動作状態などに起因する通信不能状態にある場合や、ユーザの都合により所定のユーザ端
末による受信応答が行えない場合のように、単数または複数のユーザ端末との接続に失敗
した場合であっても、検知情報提供手段はユーザ端末
との接続が確立するまで、例えば所定の時間間隔で検知情報の送信を繰り返す。
【００３３】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザに検知情報の確認を
促すことができるとともに、検知情報をより確実に提供することが可能になる。
【００３４】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
検知情報提供手段は、あらかじめ定められた時間帯のみに上記ユーザ端末に、上記検知情
報を送信することを特徴としている。
【００３５】
　上記の構成において、あらかじめ定められた時間帯とは、ユーザの都合に応じて設定す
ることができる特定の時間帯である。例えば、ユーザの就寝時間や深夜を除く時間帯を、
上記時間帯として設定できる。設定された時間帯は、検知情報提供手段やその周辺機器に
記憶される。
【００３６】
　上記の構成によれば、ユーザが対応可能な時間帯にのみ、上記検知情報が提供され、ユ
ーザはこれに応じて監視エリアの確認指示情報を送信することになる。
【００３７】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザの対応不可能な時間帯に検知情報が送信
されてユーザを煩わせる事態を解消することができる。
【００３８】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
管理装置は、上記検知情報受信手段の受信情報を蓄積する情報蓄積手段を備えることを特
徴としている。
【００３９】
　上記の構成において、情報蓄積手段としては、ＲＡＭ（ Random Access Memory）やＲＯ
Ｍ（ Read Only Memory）などの半導体メモリや、磁気ディスクドライブや光ディスクドラ
イブなどを記録媒体とする情報記録デバイスなど任意の構成を採用することができる。
【００４０】
　上記の構成によれば、上記検知情報受信手段の受信した検知情報が順次、情報蓄積手段
に蓄積される。蓄積期間は無制限であってもよいし、蓄積後の所定期間であってもよい。
また、情報蓄積手段には、検知情報だけでなく、その受信日時や送信元である監視センサ
の情報などの付加情報をも蓄積しておくことが好ましい。
【００４１】
　これにより、 の作用効果に加えて、過去の検知情報をいつでも利用・提供すること
ができるだけでなく、データベースとして蓄積された検知情報を集約解析することによっ
て、検知情報群から目的に応じた包括的な加工情報を得ることが可能になる。
【００４２】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
検知情報提供手段は、過去における検知情報の履歴に基づいて、上記ユーザ端末の反応形
態を制御する制御情報を上記ユーザ端末に送信することを特徴としている。
【００４３】
　上記の構成において、過去における検知情報の履歴とは、データベースとして蓄積され
ている過去の異常発生日時、異常発生間隔、異常発生頻度、異常発生原因などの情報をい
う。例えば、過去の所定期間内における異常発生回数や、監視エリア異常を示す検知情報
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の前回受信時からの経過時間の逆数などを上記異常発生頻度として算出することができる
。過去の異常発生原因としては、例えば、警報センサの故障、ユーザの誤設定、重大事故
の発生などが挙げられる。
【００４４】
　また、ユーザ端末の反応形態を制御する制御情報とは、ユーザ端末が検知情報を受信し
た際の動作形態を制御するものであり、例えば携帯電話であるユーザ端末の着信形態にお
いて、 ディスプレイにおける着信表示， 着信音色や着信メロディの種類・音
量， 着信時バイブレーションの内容を適宜制御する情報などをいう。
【００４５】
　上記の構成によれば、検知情報提供手段は、検知情報の履歴に応じてユーザ端末の反応
形態を制御することができる。例えば、過去に重大事故を通報した監視センサや、誤報履
歴の少ない監視センサからの検知情報を最重要レベル情報に分類して、その旨を、携帯電
話であるユーザ端末の反応形態（最大音量の着信音や同時バイブレーション、目立つ着信
表示など）を通じて、ユーザに知らせることができる。
【００４６】
　逆に、明らかに故障中である監視センサや、頻繁に誤報を通報している監視センサから
の検知情報を軽レベル情報に分類して、その旨を、携帯電話であるユーザ端末の反応形態
（着信表示のみの反応など）に反映することができる。
【００４７】
　これにより、 の作用効果に加えて、検知情報の重要度や危険度の推定レベルに応じ
てユーザの注意を促すことが可能になるので、検知情報を確認する際の自由度を向上して
、ユーザの負担を軽減することができる。
【００４８】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
検知情報提供手段は、上記ユーザ端末からの要求に応じて、上記検知情報を該ユーザ端末
に送信することを特徴としている。
【００４９】
　上記の構成によれば、上記ユーザ端末を通じたユーザの要求に応じて、上記検知情報提
供手段からユーザ端末への検知情報の送信が行われる。例えば、ユーザは、規定外のタイ
ミングで検知情報を要求したり、データベースから多くの検知情報を要求することが可能
になる。
【００５０】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザの所望するタイミングや条件に応じた検
知情報の提供が可能になるので、遠隔監視の自由度や信頼性を大幅に向上することができ
る。
【００５１】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
監視装置は、上記確認指示情報に応じた課金処理を行う課金手段を備えることを特徴とし
ている。
【００５２】
　上記の構成において、確認指示情報に応じた課金処理を行う課金手段の例としては、ユ
ーザ端末から送信される確認指示情報の回数や内容に応じて、ユーザに対する課金計算を
行うカウンタなどをいう。このような課金手段を備えることにより、ユーザからの確認指
示に応じた従量制の課金を行うことができる。
【００５３】
　これにより、 の作用効果に加えて、利用頻度や内容に応じた適切な料金をユーザか
ら徴収することができる。
【００５４】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
検知情報には、上記監視エリアの撮影画像情報が含まれることを特徴としている。
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【００５５】
　上記の構成において、監視エリアの撮影画像情報の形式やデータサイズは任意である。
一般には、詳しい撮影画像情報であることが好ましいが、管理装置の検知情報提供手段と
ユーザ端末とを結ぶ第２通信回線の通信能力に限りがある場合などには、上記形式やデー
タサイズは、通信経済とのバランス上の観点から決定される。
【００５６】
　上記の構成によれば、ビデオカメラやデジタルカメラなどの監視センサによって撮影さ
れた画像情報が検知情報の一部としてユーザ端末に送信され、ユーザ端末に備えられたデ
ィスプレイ等を通じて、ユーザは監視エリアの状態を視覚的に確認することができる。
【００５７】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザは監視エリアの状態をより正確に把握で
きるので、監視エリアの確認指示を適切に行うことが可能になる。
【００５８】
　 の遠隔監視システムは、上記の課題を解決するために、 の構成において、上記
ユーザ端末は、携帯電話であることを特徴としている。
【００５９】
　上記の構成において、携帯電話とはその種類を問わず、機能上の観点から同一視できる
ＰＨＳ（ Personal-Handyphone-System）も含まれるものである。
【００６０】
　上記の構成によれば、 の作用効果に加えて、広く普及している携帯電話をユーザ端
末として用いることにより、本遠隔監視システムの利用をより簡便にすることができる。
【００６１】
　本発明の遠隔監視方法は、上記の課題を解決するために、管理装置と、ユーザ端末と、
監視装置を備える遠隔監視システムにおける遠隔監視方法であって、上記管理装置が、監
視エリアの状態を示す検知情報を第１通信回線を介して する段階と、上記管理装置が
、受信した上記検知情報を第２通信回線を介してユーザ端末に送信する段階と、上記ユー
ザ端末が、受信した上記検知情報を表示する段階と、上記ユーザ端末が、ユーザによる上
記監視エリアの確認を指示する確認情報を取得する段階と、上記監視装置が、上記ユーザ
端末から送信される上記監視エリアの確認指示情報を受信する段階と、上記監視装置が、
上記確認指示情報の取得の有無を判定し、上記確認指示情報の内容に応じた確認処理を行
う段階とを備えることを特徴としている。
【００６２】
　

監視エリアの状態を示す検知情報を第１通信回線を介して送信する段階と、
受信した上記検知情報を第２通信回線を介してユーザ端末に送信する段階と、

上記ユーザ端
末から送信される上記監視エリアの確認指示情報を受信する段階と、

を備えることを特徴としている。
【００６３】
　上記の構成において、監視エリア、検知情報、第１通信回線、第２通信回線、ユーザ端
末、監視エリアの確認指示情報の各意義については と同一である。
【００６４】
　上記の構成によれば、 と同一の作用効果を奏することができる。
【００６５】
　 の遠隔監視プログラムは、上記の課題を解決するために、コンピュータを、 の
遠隔監視システムとして機能させることを特徴としている。
【００６６】
　 の遠隔監視プログラムは、上記の課題を解決するために、コンピュータに、 の
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遠隔監視方法を実行させることを特徴としている。
【００６７】
　 のコンピュータ読み取り可能な記録媒体は、上記の課題を解決するために、 の
遠隔監視プログラムを記録したことを特徴としている。
【００６８】
　これら構成によれば、コンピュータに遠隔監視プログラムを読み取り実行させることに
より、前述の遠隔監視システムまたは遠隔監視方法と同一の作用効果を奏することができ
る。
【００６９】
【発明の実施の形態】
　図面に基づいて、本発明の一実施形態に係る遠隔監視システムについて説明する。本遠
隔監視システムは、監視センサの誤検知／誤報に基づく無駄な人員派遣や確認作業を回避
することを特徴とするものである。
【００７０】
　［１．システム構成］
　図１は、本遠隔監視システムの概略構成を示すブロック図である。同図に示されるよう
に、本遠隔監視システムは、現場装置１，センタ装置２（管理装置），監視装置３から構
成されている。
【００７１】
　現場装置１は、監視センサ４ａ～４ｃ，現場制御部５，現場送信部６を備え、センタ装
置２は、検知情報受信部８（検知情報受信手段），センタ制御部９（検知情報提供手段）
，記憶部１０（情報蓄積手段，記録媒体），検知情報提供部１１（検知情報提供手段）を
備えている。また、監視装置３は、指示情報受信部１３（指示情報受信手段），監視制御
部１４（課金手段）を備えている。
【００７２】
　現場装置１の現場送信部６とセンタ装置２の検知情報受信部８とは通信回線７（第１通
信回線）で接続され、センタ装置２の検知情報提供部１１と監視装置３の指示情報受信部
１３とは通信回線１２で接続されている。
【００７３】
　さらに、センタ装置２の検知情報提供部１１は、外部のインターネット網１５（第２通
信回線）を通じてユーザ端末１６に接続可能であり、ユーザ端末１６は、監視装置３の指
示情報受信部１３とも接続可能に構成されている。
【００７４】
　［１－１．現場装置の構成］
　現場装置１は、監視センサ４ａ～４ｃによって、所定の監視エリアの状態監視を行うた
めの検知装置である。
【００７５】
　監視センサ４ａ～４ｃは、上記監視エリアの状態及びその変化を検知するセンサであり
、 監視エリア内の人体などを検知する光電センサ，ビームセンサ，超音波センサ，
赤外線センサ、 監視エリアにおけるガラス破壊などを検知する振動センサ，マイク
ロホン，加速度センサ、 監視エリアを撮像するビデオカメラ、 監視エリアの
火災などを検知する温度センサ，煙センサ，湿度センサなどのうちから選択される。本実
施形態では、監視センサ４ａは、監視エリアを撮像するビデオカメラ、監視センサ４ｂは
、監視エリア内の人体などを検知する光電センサ、監視センサ４ｃは、監視エリア内の窓
ガラスに取り付けられた振動センサであるものとする。
【００７６】
　現場制御部５は、例えばマイクロコンピュータによって構成されており、その演算機能
に基づいて、監視センサ４ａ～４ｃの検知情報を収集・加工したり、各種制御回路や現場
送信部６への命令指示を行うものである。これにより、現場制御部５は、現場装置１全体
の制御を司っている。また、現場制御部５は、監視センサ４ａ～４ｃの検知情報に対して
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各種補正処理を施す。
【００７７】
　現場送信部６は、現場制御部５の制御のもとで、センタ装置２（検知情報受信部８）と
のデータ交信を行うインタフェース回路である。現場送信部６は、上記データ交信を行う
ための各種インタフェース回路及び接続用コネクタを備えている。
【００７８】
　通信回線７は、監視センサ４ａ～４ｃの検知情報（デジタル情報であるかアナログ情報
であるかを問わない）を現場送信部６から検知情報受信部８へ送信できる通信回線であれ
ば、有線，無線を問わず、電話，インターネット，ローカルエリアネットワークなど任意
の形態を採用することができる。
【００７９】
　監視エリア、及び監視センサ４ａ～４ｃの詳細については、後の［２．監視エリア］欄
で説明する。
【００８０】
　［１－２．センタ装置の構成］
　センタ装置２は、現場装置１から送信された検知情報を受信／管理するための管理装置
である。
【００８１】
　検知情報受信部８は、センタ制御部９の制御のもとで、通信回線７を介して現場装置１
（現場送信部６）からの送信情報を受信するインタフェース回路である。したがって、検
知情報受信部８は、現場送信部６と同様の各種インタフェース回路、接続用コネクタ、適
宜のバッファメモリなどを備えている。
【００８２】
　センタ制御部９は、例えば、比較的大型のサーバコンピュータ用演算プロセッサによっ
て構成されており、その演算機能に基づいて、検知情報受信部８の受信情報などの加工／
管理を行うものである。この他、センタ制御部９は、後述の記憶部１０や検知情報提供部
１１など、センタ装置２全体の制御を司っている。
【００８３】
　記憶部１０は、ＲＡＭ（ Random Access Memory）やＲＯＭ（ Read Only Memory）などの
半導体メモリや、磁気ディスクドライブや光ディスクドライブなどを記録媒体とする情報
記録デバイスによって構成されており、センタ制御部９の制御のもとで各種の情報を記憶
するものである。記憶部１０は、受信／収集した上記検知情報や、センタ制御部９に各種
制御や演算を行わせるためのプログラムやデータ等を記憶している。
【００８４】
　検知情報提供部１１は、センタ制御部９の制御のもとで、検知情報受信部８で受信した
上記検知情報や、記憶部１０で一時記憶された上記検知情報を通信回線１２を介して、監
視装置３（指示情報受信部１３）へ送信するためのインタフェース回路である。検知情報
提供部１１は、上記データ交信を行うための各種インタフェース回路及び接続用コネクタ
を備えている。
【００８５】
　通信回線１２は、検知情報提供部１１と指示情報受信部１３との相互通信を行うための
通信回線である。通信回線１２は、上記検知情報を適宜、監視装置３（指示情報受信部１
３）に提供する他、後述のユーザ端末１６からの各種指示情報を検知情報提供部１１を介
して提供することもできる。通信回線１２の形態は、通信回線７と同様、有線，無線を問
わず、電話，インターネット，ローカルエリアネットワークなど任意の形態を採用するこ
とができる。
【００８６】
　また、検知情報提供部１１は、インターネット網１５（第２通信回線）を介してユーザ
端末１６に接続されている。
【００８７】
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　ユーザ端末１６は、公衆通信網を利用する一般電話［Ｌモード（登録商標）機能を備え
たものを含む］、ＦＡＸ、モデム機能付きパーソナルコンピュータの他、携帯電話、ＰＨ
Ｓ（ Personal-Handyphone-System）、ＰＤＡ（ Personal-Digital-Assistant）など種々の
端末を採用できる。
【００８８】
　また、検知情報提供部１１は、センタ制御部９の制御のもとで、上記検知情報の形式を
、ユーザ端末１６に適するデータ形式やデータサイズに変換したり、簡略化してからユー
ザ端末１６に送信する。
【００８９】
　本実施形態では、ユーザ端末１６は、ＪＰＥＧ（ Joint Photographic codingexperts g
roup ），ＭＰＥＧ（ Moving Picture coding experts group ）などの画像データや、Ｍ
Ｐ３（ Moving Picture coding experts group 1-layer 3 ）などの音声データからなるマ
ルチメディアデータを再生する機能を有する携帯電話であって、検知情報提供部１１は、
図略の携帯電話通信網とインターネット網１５とを介して、ユーザ端末１６に上記検知情
報を提供するものとする。上記ＪＰＥＧ，ＭＰＥＧ，ＭＰ３などのデータ圧縮規格を採用
することにより、上記通信網などの通信負担を軽減することができる。
【００９０】
　また、検知情報提供部１１は、上記検知情報を加工して得られた二次情報を該検知情報
に付加して、ユーザ端末１６に提供することもできる。
【００９１】
　なお、図１では図示を省略しているが、センタ装置２は、ＣＲＴ（ Cathode Ray Tube）
，キーボード，及びマウスなどのユーザインタフェースを備えている。これらユーザイン
タフェースを通じて、センタ装置２の管理者は各種指示や情報確認を行うことができる。
【００９２】
　［１－３．監視装置の構成］
　監視装置３は、センタ装置２やユーザ端末１６から送信された情報を受信することによ
り、現場装置１の設けられた監視エリアを遠隔監視するための装置である。通常、監視装
置３の収集情報は監視員／警備員などにより管理されている。
【００９３】
　指示情報受信部１３は、インターネット網，検知情報提供部１１，及び通信回線１２を
介して、または通信回線１７を介して直接的に、ユーザ端末１６からの送信される前記監
視エリアの確認指示情報を受信するものである。指示情報受信部１３は、後述する監視制
御部１４の制御のもとで、上記確認指示情報を受信する。ここで上記確認指示情報とは、
上記検知情報に基づいて、ユーザが上記監視エリアの状況を実際に確認する（例えば人員
を派遣する）必要があるか否かを指示するための情報である。
【００９４】
　監視装置３を管理する監視員／警備員などは、直接、上記検知情報に基づくのではなく
、ユーザ端末１６から送信される上記確認指示情報に基づいて、監視エリアへの現場急行
などの対応処理を行う。
【００９５】
　監視制御部１４は、例えばマイクロコンピュータによって構成されており、その演算機
能に基づいて、監視装置３全体の制御を司っている。なお、監視装置３には、監視員／警
備員などに上記検知情報や上記確認指示情報を提示する手段としての各種ディスプレイ装
置，スピーカや、ユーザインターフェースとしてのキーボード，マウス，マイクロホンな
どを適宜備えることが好ましい。
【００９６】
　また、監視制御部１４は、上記確認指示情報に応じた課金処理を行う課金手段としても
機能する。つまり、監視制御部１４は、ユーザ端末１６から送信される確認指示情報の回
数や内容に応じて、ユーザに対する課金計算を行うカウンタ等として機能するものであり
、ユーザからの確認指示に応じた従量制の課金を行うことができる。
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【００９７】
　なお、通常、監視装置３は、現場装置１やセンタ装置２と離れた遠隔地（例えば警備会
社）に設けられるが、監視装置３を、現場装置１やセンタ装置２と一体的な構成としても
よい。
【００９８】
　［１－４．ユーザ端末の構成］
　前述のように、本実施形態のユーザ端末１６は、各種マルチメディアデータを再生する
機能を有する携帯電話であって、図２は、ユーザ端末１６の概略構成を示すブロック図で
ある。
【００９９】
　図２に示されるように、携帯電話としてのユーザ端末１６は、ＣＰＵ２０，メモリ２１
，Ｉ／Ｏインタフェース２２，携帯電話高周波回路２３，携帯電話高周波用アンテナ２４
，ＤＳＰ（ Digital Signal Processor）２５，ＰＣＭ（ PulseCode Modulation ）コーデ
ック２６，スピーカ２７，マイクロホン２８，カメラ部２９，表示部３０，および操作部
３１から構成されている。これら構成のうち、携帯電話高周波用アンテナ２４やユーザイ
ンターフェースを除く構成は互いにバスで接続されている。本実施形態のユーザ端末１６
は、通話機能だけでなく、撮像、インターネット接続、位置情報の検出、音楽の再生など
多彩な機能を有するものである。
【０１００】
　ＣＰＵ２０は、例えばマイクロコンピュータによって構成されており、その演算機能に
基づいて、情報の収集・加工や各種制御回路への命令指示を行うものである。これにより
、ＣＰＵ２０は、ユーザ端末１６全体の制御を司っている。
【０１０１】
　メモリ２１は、例えばＲＡＭやＲＯＭなどの半導体メモリによって構成されており、Ｃ
ＰＵ２０の制御のもとで各種の情報を記憶するものである。メモリ２１は、ＣＰＵ２０に
各種制御や演算を行わせるためのプログラムやデータを記憶している。
【０１０２】
　Ｉ／Ｏインタフェース２２は、ＣＰＵ２０の制御のもとで、外部機器とデータ交信を行
うためのインタフェース回路である。
【０１０３】
　携帯電話高周波回路２３は、ユーザ端末１６が基地局と交信を行うための高周波を発振
・制御する回路である。典型的には８００ＭＨｚ（メガヘルツ）または１．５ＧＨｚ（ギ
ガヘルツ）の周波数を有する電波が発振される。この電波を用いて、ユーザ端末１６は数
十キロメートル離れた基地局とも交信を行うことができる。携帯電話高周波用アンテナ２
４は、上記電波発振に用いられる金属アンテナである。
【０１０４】
　ＤＳＰ２５は、デジタルシグナルプロセッサであって、ＣＰＵ２０の制御のもとで、各
種のデジタル信号処理を行うものである。
【０１０５】
　ＰＣＭコーデック２６は、アナログ信号をデジタル信号に変換する符号化処理及びデジ
タル信号をアナログ信号に変換する復号化処理を行う回路である。ＰＣＭコーデック２６
は、マイクロホン２８で検出した音声信号（アナログ信号）をデジタル信号に変換してＤ
ＳＰ２５に伝送したり、ＤＳＰ２５から伝送されたデジタル信号を音声信号に変換してス
ピーカ２７に出力する。
【０１０６】
　スピーカ２７は、ＰＣＭコーデック２６から出力された電気的な音声信号を実際の音声
として出力する構成である。ユーザは、スピーカ２７を通じて、ユーザ端末１６の音声出
力を確認することができる。
【０１０７】
　マイクロホン２８は、ユーザの発話などの音声を電気的な音声信号として検出する構成
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である。ユーザは、マイクロホン２８に向かって発話することにより、ユーザ端末１６に
よる通話を行うことができる。
【０１０８】
　カメラ部２９は、光学レンズセット，ＣＣＤ（ Charge Coupled Device ）カメラ，及び
その駆動回路によって構成されている。カメラ部２９は、光学レンズセットでＣＣＤ上に
焦点を結ぶことによって撮像を行う。また、カメラ部２９は、各光学レンズの位置を調整
することにより、撮像のズーム比を制御する機能も有している。
【０１０９】
　表示部３０は、ドットマトリクス型のＬＣＤ（ Liquid Crystal Display）によって構成
されている。表示部３０として、ユーザに情報を提示できる表示デバイスであれば、ＬＣ
Ｄの他にもＬＥＤ（ Light Emitting Diode）ディスプレイなど任意のデバイスを採用する
ことができる。
【０１１０】
　操作部３１は、テンキーや十字型キーなどのキーボードからなるユーザインタフェース
である。操作部３１として各種のポインティングデバイス等を採用することもできる。
【０１１１】
　このようなユーザ端末１６（携帯電話）は、今日、ユーザに比較的低価格で提供され、
通話の他にも、パケット通信方式を用いた情報サービスや音楽・ゲームの配信サービス、
電子商取引のサービスなど、種々のサービス提供に利用されている。
【０１１２】
　［２．監視エリア］
　次に、現場装置１を設ける監視エリアについて説明する。
【０１１３】
　ここでは、監視エリアとして、オフィスビル内部の所定領域を考える。前述のように、
本実施形態の現場装置１には、監視エリアを撮像するビデオカメラ（監視センサ４ａ）、
監視エリア内の人体などを検知する光電センサ（監視センサ４ｂ）、監視エリア内の窓ガ
ラスに取り付けられた振動センサ（監視センサ４ｃ）が備えられている。
【０１１４】
　特に、ビデオカメラ（監視センサ４ａ）は、監視エリアの状態を把握する検知センサと
して最も有効なセンサデバイスである。監視エリアにおけるビデオカメラの設置場所、設
置数、撮像範囲（画角）は、監視エリアの広さや経済性の観点から適宜設定される。近年
、ＣＭＯＳ（ Complementary MOS ）タイプのビデオカメラは極めて安価に入手することが
できる。また、ビデオカメラ（監視センサ４ａ）の設置に、着脱容易なソケット方式を採
用すれば、異なる監視エリア間でビデオカメラ（監視センサ４ａ）を使い回すこともでき
る。
【０１１５】
　ビデオカメラ（監視センサ４ａ）は、単に監視エリアを撮像するだけでなく、現場制御
部５（図１参照）の制御のもとで、撮像データの変化、すなわち差分画像データを特定す
ることによって、監視エリアの状態変化を的確に把握することができる。
【０１１６】
　監視エリアには、監視センサ４ａ～４ｃ以外にも、監視目的、監視対象物、経済性の観
点に応じて、種々の監視センサを任意の数量で設けることができる。具体的には、火災を
検知することを目的として、発煙や異常な温度上昇を検知する火災センサ、設備の異常を
検知することを目的として、照明，金庫，エアコンなどに組み込まれる各種組み込みセン
サ、屋外の不審者検知を目的とする赤外線センサなどの設置が考えられる。上記監視セン
サを選定する際には、メンテナンスの都合上、消費電力が比較的少ないものを採用するこ
とが好ましい。
【０１１７】
　また、監視センサ４ａ～４ｃと現場制御部５とは有線接続されてもよいが、各種無線手
段によって接続することも好ましい。これにより、監視センサ４ａ～４ｃが多数になって
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も複雑な配線を施す必要がなくなり、上記監視センサの取り付け・管理が容易となる。
【０１１８】
　さらに、同種監視センサを増設する場合等を考慮して、監視センサ４ａ～４ｃには、固
有のＩＤ（ IDentification）番号が付与されており、監視センサ４ａ～４ｃから上記ＩＤ
番号を取得することによって、現場制御部５は、各監視センサ４ａ～４ｃを特定すること
ができる。
【０１１９】
　なお、監視エリアとしては、オフィスビル内部以外にも、一般家屋，工場，倉庫，駐車
場，自動車，列車，船舶，店舗，病院，各種施設など任意の領域を設定できる。例えば、
駐車場を監視対象とすれば、本遠隔監視システムを車両盗難監視システムとして、独居老
人、赤ん坊、病室の被介護者などを監視対象とすれば、本遠隔監視システムを介護用シス
テムとして利用することができる。本遠隔監視システムを介護用システムとして利用する
場合には、被介護者の家族，福祉サービス提供業者などがユーザ端末１６を操作すること
になる。
【０１２０】
　［３－１．本遠隔監視システムの動作例］
　次に、図３を用いて、本遠隔監視システムの動作例について説明する。同図のフローチ
ャートにおいて、本遠隔監視システムの動作（遠隔監視方法）は、Ｓ１～Ｓ９の各ステッ
プ（段階）から構成されている。本実施形態において、これらステップは、記憶部１０（
図１参照）などに記憶された遠隔監視プログラムに基づき、主にセンタ装置２のセンタ制
御部９、および監視装置３の監視制御部１４（図１参照）によって制御される。各ステッ
プにおける処理の詳細について順次説明する。
【０１２１】
　最初のステップでは、センタ制御部９は、前提条件として、本発明の遠隔監視方法（便
宜上、「ユーザ発呼方式」という）がユーザによって選択されているか否かを確認する（
Ｓ１）。ユーザ発呼方式が選択されていなければ、従来の監視処理に移行する一方、ユー
ザ発呼方式が選択されていれば次のステップに進む。
【０１２２】
　次のステップでは、センタ制御部９は、現場装置１から送信され、検知情報受信部８で
受信された検知情報の内容が異常を報告しているか否かを判定する（Ｓ２）。
【０１２３】
　例えば、センタ制御部９は、所定の時間間隔で送信される検知情報のうち、特定の監視
センサの検知情報に含まれる数値が閾値を越えている場合や、複数の監視センサが同時に
反応している場合などを、検知情報の内容が異常を報告しているものと判定することがで
きる。但し、何らかの異常があった場合にのみ、現場装置１から検知情報が送信される構
成を採用している場合には、このような判定処理は省略できる。
【０１２４】
　本ステップにおいて、検知情報の内容が異常を報告しているか否かを判定することによ
り、後のステップにおいて、上記検知情報が監視エリアの異常をあらわすときにのみ、該
検知情報がユーザ端末１６（図１参照）に送信される。したがって、ユーザの確認負担を
必要最小限にしながら、効果的な遠隔監視を実現できる。
【０１２５】
　センタ制御部９は、検知情報が異常を報告していないと判定すれば、Ｓ２に戻って待機
状態を続行する一方、検知情報が異常を報告していると判定すれば、次のステップに進む
。
【０１２６】
　次のステップでは、センタ制御部９は、現時刻がユーザなどによってあらかじめ定めら
れた時間帯であるか否かを判定する（Ｓ３）。ここで、あらかじめ定められた時間帯とし
ては、ユーザの都合に応じて、ユーザの就寝時間や深夜を除く時間帯などを設定すること
ができる。センタ制御部９は、このような時間帯を避けてユーザへの連絡を行うことによ
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り、ユーザが対応可能な時間帯にのみ上記検知情報を提供し、ユーザ負担の軽減を図るこ
とができる。
【０１２７】
　センタ制御部９は、現時刻が上記時間帯に属していなければ、従来の監視処理に移行す
る一方、現時刻が上記時間帯に属していれば次のステップに進む。
【０１２８】
　次のステップでは、センタ制御部９は、検知情報提供部１１（図１参照）を制御するこ
とにより、あらかじめ記憶部１０に記憶／設定された連絡先であるユーザ端末１６に対し
て発呼処理を行う（Ｓ４）。前述のように、本実施形態においては、ユーザ端末１６は携
帯電話であって、検知情報提供部１１は、図略の携帯電話通信網とインターネット網１５
（図１参照）とを介して、ユーザ端末１６を発呼する。もちろん、ユーザ端末１６や発呼
手段の例は上記の例に限られるものではない。
【０１２９】
　Ｓ４において、ユーザの不在などに起因して、所定のユーザ端末１６との接続を確立で
きない場合には、センタ制御部９および検知情報提供部１１は、あらかじめ記憶部１０に
設定された優先順位（１～Ｎ番目）に基づいて、複数のユーザ端末１６に順次連絡（発呼
）する（Ｓ５）。
【０１３０】
　ここで、複数のユーザ端末１６は、同一ユーザが管理する端末や同一場所に備えられる
端末に限られるものではなく、例えばユーザの家族が管理する端末や、ユーザの使用頻度
が高い端末から遠く離れた位置に備えられた端末であってもよい。また、複数のユーザ端
末１６の一部に、同一の優先順位が付与されていてもよい。この場合、同一の優先順位を
有するユーザ端末１６に対して、いわゆる同報通信が行われることになる。
【０１３１】
　本ステップの処理によれば、ユーザ端末１６が携帯電話などの無線通信機器であって、
電波状態や動作状態などに起因する通信不能状態にある場合や、ユーザの都合により所定
のユーザ端末１６による受信応答が行えない場合であっても、他のユーザ端末１６に対し
て検知情報が確実に送信される。
【０１３２】
　なお、上記Ｓ４～Ｓ５のステップにおいては、センタ制御部９および検知情報提供部１
１は、各ユーザ端末１６との接続が確立するまで、発呼連絡（検知情報の送信）を繰り返
すことも好ましい。これにより、単数または複数のユーザ端末との接続に失敗した場合で
あっても、上記検知情報をより確実に提供することが可能になる。
【０１３３】
　次のステップでは、センタ制御部９および検知情報提供部１１は、ユーザ端末１６に上
記検知情報を提供する（Ｓ６）。提供する検知情報は任意であるが、監視センサ４ａ（図
１参照）による検知情報のような、監視エリアの撮影画像情報が含まれることが好ましい
。
【０１３４】
　この場合、検知情報として含まれる上記撮影画像情報の形式やデータサイズは任意であ
る。一般には、詳しい撮影画像情報であることが好ましいが、上記形式やデータサイズの
決定にあたっては、検知情報提供部１１とユーザ端末１６との間における通信容量なども
考慮される。
【０１３５】
　ユーザ端末１６に提供する検知情報に上記撮影画像情報を含めれば、ユーザ端末１６に
備えられた表示部３０（図２参照）等を通じて、ユーザは監視エリアの状態を視覚的に確
認することができる。この結果、ユーザの監視エリアの状態把握や各種判断を一層適切な
ものとすることができる。
【０１３６】
　また、本ステップでは、センタ制御部９および検知情報提供部１１は、過去における検
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知情報の履歴に基づいて、ユーザ端末１６の反応形態を制御する制御情報をも送信するこ
とが好ましいが、この詳細については［３－２．ユーザ端末の反応形態制御］欄で後述す
る。
【０１３７】
　次のステップでは、監視装置３の監視制御部１４は、指示情報受信部１３（図１参照）
を通じて、ユーザ端末１６から監視エリアの確認指示（確認指示情報）があったか否かを
判定する（Ｓ７）。上記確認指示の例としては、監視エリアに警備員を急行させる旨の指
示などがある。この時、監視制御部１４は、上記確認指示情報の回数や内容に応じた課金
処理を行うことも好ましい。
【０１３８】
　本ステップにおいて、センタ制御部９および監視制御部１４は、ユーザ端末１６から監
視エリアの確認指示がなかったと判定した場合には、Ｓ２に戻って待機状態を続行する一
方、ユーザ端末１６から監視エリアの確認指示があったと判定した場合には、次のステッ
プに進む。
【０１３９】
　次のステップでは、監視制御部１４は、監視エリアの確認指示の内容に応じた確認処理
を行う（Ｓ８）。この処理は、監視制御部１４がその制御機能に基づいて直接的に行って
もよいし、監視装置３に適宜備えられたディスプレイ装置，スピーカなどを通じて監視員
／警備員などに特定の動作（監視エリアへの急行／確認や監視センサ４ａ～４ｃのリセッ
ト処理など）を促すことによって、間接的に行われてもよい。
【０１４０】
　確認処理の結果は、異常原因の分析（例えば、監視センサ４ａ～４ｃの劣化や調整不良
異常、ユーザの操作ミスや施錠忘れなど）、現場写真情報などを含むレポートデータとし
て記録しておくことが好ましい。
【０１４１】
　最後のステップでは、監視制御部１４は、Ｓ８の確認処理の結果や、確認によって得ら
れた情報（上記レポートデータを含む）を、指示情報受信部１３や通信回線１２を介して
ユーザ端末１６に送信する（Ｓ９）。これにより、ユーザは監視エリアの確認結果や異常
原因を把握することができる。
【０１４２】
　通常、上記Ｓ１～Ｓ９のステップを繰り返すことにより、連続的な遠隔監視が行われる
ことになる。
【０１４３】
　なお、各ステップで得られた情報、特にセンタ装置の検知情報受信部８（図１参照）に
よる受信情報は、記憶部１０などに蓄積されることが好ましい。また、記憶部１０には、
上記検知情報だけでなく、その受信日時や送信元である監視センサ４ａ～４ｃの情報など
の付加情報をも蓄積しておくことが好ましい。蓄積期間は無制限であってもよいし、蓄積
後の所定期間であってもよい。
【０１４４】
　これにより、ユーザや第三者は、過去の検知情報をいつでも利用・提供することができ
るだけでなく、データベースとして蓄積された検知情報を集約解析することによって、検
知情報群から目的に応じた包括的な加工情報を得ることが可能になる。
【０１４５】
　また、本遠隔監視システム（遠隔監視方法）において、センタ制御部９および検知情報
提供部１１は、ユーザ端末１６からの要求に応じて、上記検知情報をユーザ端末１６に送
信するように構成することも好ましい。これにより、ユーザは規定外のタイミングで検知
情報を要求したり、より多くの検知情報（過去のデータベースや他の監視エリアの情報な
ど）を要求することが可能になる。ユーザは上記要求により、例えば監視エリアの戸締り
を適切に行ったか否かの不安を解消できる。
【０１４６】
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　［３－２．ユーザ端末の反応形態制御］
　ここでは、前記Ｓ６で言及した、ユーザ端末１６の反応形態制御の詳細について図面を
用いながら説明する。
【０１４７】
　前述のように、前記Ｓ６のステップでは、センタ制御部９および検知情報提供部１１（
図１参照）は、過去における検知情報の履歴に基づいて、ユーザ端末１６（図１参照）の
反応形態を制御する制御情報をも送信することが好ましい。
【０１４８】
　ここで、過去における検知情報の履歴とは、センタ装置２の記憶部１０（図１参照）な
どにデータベースとして蓄積されている過去の異常発生日時、異常発生間隔、異常発生頻
度、異常発生原因などの情報をいう。
【０１４９】
　図４（ａ）～（ｂ）は、上記データベースの例を示す説明図である。
【０１５０】
　同図（ａ）には、検知情報受信部８で受信した上記検知情報がイベントデータとして記
録されている。各イベントデータには、発生日時と発生原因分類（数字）が記録されてお
り、上記発生原因分類としては、天候，ユーザの設定ミス，監視センサの不良など、種々
のものが挙げられる。
【０１５１】
　同図（ｂ）には、検知情報受信部８で受信した上記検知情報の統計イベントデータとし
て、所定期間ごとのイベント回数あるいは異常発生間隔が記録されている。
【０１５２】
　したがって、センタ制御部９および検知情報提供部１１（図１参照）は、図４（ａ）に
示されるデータベースにおける前回イベントからの経過時間、異常発生間隔や、同図（ｂ
）に示される期間毎のデータを参照することによって、過去の異常発生頻度を算出したり
、その原因を知得することができる。
【０１５３】
　本遠隔監視システム（遠隔監視方法）では、このような検知情報の履歴に基づいて、ユ
ーザ端末１６の反応形態を制御するものである。
【０１５４】
　ここで、ユーザ端末１６の反応形態を制御する制御情報とは、ユーザ端末１６が検知情
報を受信した際の動作形態を制御するものであり、例えば携帯電話であるユーザ端末１６
の着信形態において、 ディスプレイにおける着信表示， 着信音色や着信メロ
ディの種類・音量， 着信時バイブレーションの内容を適宜制御する情報などをいう
。
【０１５５】
　センタ制御部９および検知情報提供部１１は、これらの制御情報を送信することにより
、過去における検知情報の履歴に応じてユーザ端末１６の反応形態を制御することができ
る。例えば、過去に重大事故を通報した監視センサや、誤報履歴の少ない監視センサから
の検知情報を最重要レベル情報に分類して、その旨を、ユーザ端末１６の反応形態（最大
音量の着信音や同時バイブレーション、目立つ着信表示など）を通じて、ユーザに知らせ
ることができる。
【０１５６】
　逆に、明らかに故障中である監視センサ４ａ～４ｃや、頻繁に誤報を通報している監視
センサ４ａ～４ｃからの検知情報を軽レベル情報に分類して、その旨を、ユーザ端末１６
の反応形態（着信表示のみの反応など）に反映することができる。
【０１５７】
　これにより、本遠隔監視システム（遠隔監視方法）は、検知情報の重要度や危険度の推
定レベルに応じてユーザの注意を促すことが可能になるので、検知情報を確認する際の自
由度を向上して、ユーザの負担を軽減することができる。
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【０１５８】
　図５は、センタ制御部９が、過去における検知情報の履歴に応じて、検知情報の重要レ
ベルを選択する手順例を示すフローチャートである。同図のフローチャートにおいて、上
記レベル選択手順は、Ｓ１１～Ｓ１６の各ステップ（段階）から構成されている。本実施
形態において、これらステップは、前記遠隔監視プログラムに基づいて処理される。各ス
テップにおける処理の詳細について順次説明する。
【０１５９】
　最初のステップでは、センタ制御部９は、新たな検知情報の内容を記憶部１０に記憶さ
れたデータベースに加え、このデータベースに基づいて、過去における検知情報の履歴を
確認する（Ｓ１１）。
【０１６０】
　次のステップでは、センタ制御部９は、Ｓ１１で確認した検知情報の履歴（イベント発
生原因を含む）を解析することにより、過去の検知情報に何らかの誤報（例えば監視セン
サ４ａ～４ｃの不良によるもの）が含まれているか否かを判定する（Ｓ１２）。
【０１６１】
　センタ制御部９は、過去の検知情報に誤報が含まれないと判定した場合には、監視エリ
アが異常事態にある可能性が極めて高いものとして、最重要レベル（警報レベル０）を選
択する一方、過去の検知情報に誤報が含まれると判定した場合には、次のステップに進む
。
【０１６２】
　次のステップでは、センタ制御部９は、前回からの異常発生間隔を順次ｋ 1 ，ｋ 2 ，・
・・，ｋ n-1 （ｋ 1 ＞ｋ 2 ＞・・・＞ｋ n-1 ）と比較することにより、または／同時に、
過去の誤報回数を順次ｍ 1 ，ｍ 2 ，・・・，ｍ n-1 （ｍ 1 ＜ｍ 2 ＜・・・＜ｍ n-1 ）と比
較することにより、警報レベル１～警報レベルｎのいずれかに分類する（Ｓ１３～Ｓ１６
）。
【０１６３】
　図５のフローチャートにおいて、警報レベル０は相対的な警報強度が最大であり、警報
レベルｎは相対的な警報強度が最小である。つまり、前回からの異常発生間隔が長いほど
、または／同時に、過去の誤報回数が少ないほど、今回の検知情報は真報である可能性が
高いものとして、強い警報レベルを付与している。
【０１６４】
　したがって、本実施形態によれば、上記警報レベルに応じて、前回からの異常発生間隔
が長いほど、または／同時に、過去の誤報回数が少ないほど、ユーザに対する注意喚起力
が高いユーザ端末１６の反応形態が選択されることになる。
【０１６５】
　［４．補足］
　なお、以上で説明したように、本発明の遠隔監視方法は、センタ装置２のセンタ制御部
９（図１参照）や、監視装置３の監視制御部１４（図１参照）によって実行されるプログ
ラム（遠隔監視プログラム）によって実現されるものである。このプログラムは、例えば
、監視エリアの状態を示す検知情報を第１通信回線を介して送信する段階と、受信した上
記検知情報を第２通信回線を介してユーザ端末に送信する段階と、上記ユーザ端末から送
信される上記監視エリアの確認指示情報を受信する段階とを備えるものとして表現できる
。
【０１６６】
　また、上記遠隔監視プログラムは、センタ装置２の記憶部１０などのコンピュータで読
み取り可能な記録媒体に格納されている。本実施形態では、上記遠隔監視プログラムは、
記憶部１０の他、例えば、外部記憶装置として設けられたドライブ装置で読み取られるプ
ログラムメディアによって供給されてもよい。
【０１６７】
　上記プログラムメディアとは、本体と分離可能に構成される記録媒体であり、磁気テー
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プやカセットテープ等のテープ系、フロッピーディスクやハードディスク等の磁気ディス
クやＣＤ－ＲＯＭ／ＭＯ／ＭＤ／ＤＶＤ等の光ディスクのディスク系、ＩＣカード（メモ
リカードを含む）／光カード等のカード系、あるいはマスクＲＯＭ、ＥＰＲＯＭ、ＥＥＰ
ＲＯＭ、フラッシュＲＯＭ等による半導体メモリを含めた固定的にプログラムを担持する
媒体であってもよい。
【０１６８】
　また、上記遠隔監視プログラムは、インターネットを含む通信ネットワークを通じて、
センタ装置２や監視装置３にダウンロードされるものであってもよい。通信ネットワーク
から上記遠隔監視プログラムをダウンロードする場合には、そのダウンロード用プログラ
ムは予めセンタ装置２や監視装置３に格納されていてもよいし、別の記録媒体からインス
トールされてもよい。なお、記録媒体に格納されている内容としてはプログラムに限定さ
れず、データであってもよい。
【０１６９】
　これら構成によれば、コンピュータに遠隔監視プログラムを読み取り実行させることに
より、本遠隔監視システム（遠隔監視方法）と同一の作用効果を奏することができる。
【０１７０】
【発明の効果】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、検知情報受信手段と、検知情報提供手段と
を有する管理装置と、 指示情報受信手段

を含む監視装置とから構成されるものである。
【０１７１】
　それゆえ、監視センサの検知した上記検知情報が、第１通信回線を介して送信され、上
記管理装置の検知情報受信手段によって受信される。その後、上記管理装置の検知情報提
供手段は、第２通信回線を介して、上記検知情報をユーザ端末に送信する。
【０１７２】
　これにより、従来の機械警備方式のような、監視センサの誤検知／誤報に基づく無駄な
人員派遣や確認作業を回避できるので、セキュリティサービスのコストを大幅に低減する
ことができるという効果を奏する。
【０１７３】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記検知情報提供手
段は、上記検知情報が監視エリアの異常をあらわすときにのみ、該検知情報を上記ユーザ
端末に送信する構成である。
【０１７４】
　それゆえ、監視エリアに異変があるときに、必要最小限の頻度で、上記検知情報が上記
ユーザ端末に送信される。
【０１７５】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザの確認負担を必要最小限にしながら、効
果的な遠隔監視を実現することができるという効果を奏する。
【０１７６】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記検知情報提供手
段は、あらかじめ設定された優先順位に基づいて、複数の上記ユーザ端末に、上記検知情
報を送信する構成である。
【０１７７】
　それゆえ、ユーザ端末が携帯電話などの無線通信機器であって、電波状態や動作状態な
どに起因する通信不能状態にある場合や、ユーザの都合により所定のユーザ端末による受
信応答がなされない場合であっても、他のユーザ端末に対して検知情報が送信される。
【０１７８】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザに検知情報を確実に提供できる。また、
緊急時における検知情報の提供を適切に行うことが可能になるという効果を奏する。
【０１７９】
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　 に記載の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記検知情報
提供手段は、上記ユーザ端末との接続が確立するまで、上記検知情報の送信を繰り返す構
成である。
【０１８０】
　それゆえ、単数または複数のユーザ端末との接続に失敗した場合であっても、検知情報
提供手段はユーザ端末との接続が確立するまで、例えば所定の時間間隔で検知情報の送信
を繰り返す。
【０１８１】
　これにより、上記の作用効果に加えて、ユーザに検知情報の確認を促すことができると
ともに、検知情報をより確実に提供することが可能になるという効果を奏する。
【０１８２】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記検知情報提供手
段は、あらかじめ定められた時間帯のみに上記ユーザ端末に、上記検知情報を送信するも
のである。
【０１８３】
　それゆえ、ユーザが対応可能な時間帯にのみ、上記検知情報が提供され、ユーザはこれ
に応じて監視エリアの確認指示情報を送信することになる。
【０１８４】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザの対応不可能な時間帯に検知情報が送信
されてユーザを煩わせる事態を解消することができるという効果を奏する。
【０１８５】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記管理装置は、上
記検知情報受信手段の受信情報を蓄積する情報蓄積手段を備えるものである。
【０１８６】
　それゆえ、上記検知情報受信手段の受信した検知情報が順次、情報蓄積手段に蓄積され
る。
【０１８７】
　これにより、 の作用効果に加えて、過去の検知情報をいつでも利用・提供すること
ができるだけでなく、データベースとして蓄積された検知情報を集約解析することによっ
て、検知情報群から目的に応じた包括的な加工情報を得ることが可能になるという効果を
奏する。
【０１８８】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記検知情報提供手
段は、過去における検知情報の履歴に基づいて、上記ユーザ端末の反応形態を制御する制
御情報を上記ユーザ端末に送信する構成である。
【０１８９】
　それゆえ、検知情報提供手段は、検知情報の履歴に応じてユーザ端末の反応形態を制御
することができる。
【０１９０】
　これにより、 の作用効果に加えて、検知情報の重要度や危険度の推定レベルに応じ
てユーザの注意を促すことが可能になるので、検知情報を確認する際の自由度を向上して
、ユーザの負担を軽減することができるという効果を奏する。
【０１９１】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記検知情報提供手
段は、上記ユーザ端末からの要求に応じて、上記検知情報を該ユーザ端末に送信する構成
である。
【０１９２】
　それゆえ、上記ユーザ端末を通じたユーザの要求に応じて、上記検知情報提供手段から
ユーザ端末への検知情報の送信が行われる。
【０１９３】
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　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザの所望するタイミングや条件に応じた検
知情報の提供が可能になるので、遠隔監視の自由度や信頼性を大幅に向上することができ
るという効果を奏する。
【０１９４】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記監視装置は、上
記確認指示情報に応じた課金処理を行う課金手段を備えるものである。
【０１９５】
　これにより、 の作用効果に加えて、利用頻度や内容に応じた適切な料金をユーザか
ら徴収することができるという効果を奏する。
【０１９６】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記検知情報には、
上記監視エリアの撮影画像情報が含まれる構成である。
【０１９７】
　それゆえ、ビデオカメラやデジタルカメラなどの監視センサによって撮影された画像情
報が検知情報の一部としてユーザ端末に送信され、ユーザ端末に備えられたディスプレイ
等を通じて、ユーザは監視エリアの状態を視覚的に確認することができる。
【０１９８】
　これにより、 の作用効果に加えて、ユーザは監視エリアの状態をより正確に把握で
きるので、監視エリアの確認指示を適切に行うことが可能になるという効果を奏する。
【０１９９】
　 の遠隔監視システムは、以上のように、 の構成において、上記ユーザ端末とし
て携帯電話を採用する。
【０２００】
　これにより、 の作用効果に加えて、広く普及している携帯電話をユーザ端末として
用いることにより、本遠隔監視システムの利用をより簡便にすることができるという効果
を奏する。
【０２０１】
　 の遠隔監視方法は、以上のように、監視エリアの状態を示す検知情報を第１通信回
線を介して送信する段階と、受信した上記検知情報を第２通信回線を介してユーザ端末に
送信する段階と、上記ユーザ端末から送信される上記監視エリアの確認指示情報を受信す
る段階とを備えるものである。
【０２０２】
　これにより、 の効果を奏することができる。
【０２０３】
　 の遠隔監視プログラムは、以上のように、コンピュータを、 の遠隔監視システ
ムとして機能させるものである。
【０２０４】
　 の遠隔監視プログラムは、以上のように、コンピュータに、 の遠隔監視方法を
実行させるものである。
【０２０５】
　 のコンピュータ読み取り可能な記録媒体は、以上のように、 の遠隔監視プログ
ラムを記録したものである。
【０２０６】
　これら構成によれば、コンピュータに遠隔監視プログラムを読み取り実行させることに
より、前述の遠隔監視システムまたは遠隔監視方法と同一の作用効果を奏することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の一実施形態に係る本遠隔監視システムの概略構成を示すブロック図で
ある。
【図２】　ユーザ端末の概略構成を示すブロック図である。
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【図３】　上記遠隔監視システムの動作例を示すフローチャートである。
【図４】　（ａ）は、検知情報受信部で受信した検知情報がイベントデータとして記録さ
れたデータベースを、（ｂ）は、所定期間ごとのイベント回数が記録されたデータベース
を示す説明図である。
【図５】　過去における検知情報の履歴に応じて、検知情報の重要レベルを選択する手順
例を示すフローチャートである。
【符号の説明】
　１　現場装置
　２　センタ装置（管理装置）
　３　監視装置
　４ａ　監視センサ
　４ｂ　監視センサ
　４ｃ　監視センサ
　７　通信回線（第１通信回線）
　８　検知情報受信部（検知情報受信手段）
　９　センタ制御部（検知情報提供手段）
　１０　記憶部（情報蓄積手段，記録媒体）
　１１　検知情報提供部（検知情報提供手段）
　１３　指示情報受信部（指示情報受信手段）
　１４　監視制御部（課金手段）
　１５　インターネット網（第２通信回線）
　１６　ユーザ端末
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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